
気候変動への適応に関する環境省の取組と
気候変動適応法について

平成３０年６月２１日
環境省 地球環境局

第12回地球温暖化に関する中部カンファレンス
～気候変動と私たちの生活への影響を考える～



気候変動の影響への適応とは

○緩和とは： 地球温暖化の原因となる温室効果ガスの排出抑制等

○適応とは： 既に起こりつつある、あるいは起こりうる

気候変動の影響に対処し、被害を回避・軽減する
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被害を回避・
軽減する



図 サンゴの白化（写真提供：環境省）

農山村の過疎化や狩猟人口の減少等に加え、
積雪の減少も一因と考えられる。

農林産物や高山植物等の食害が発生

我が国において既に起こりつつある気候変動の影響

熱中症・
感染症

2010年以降、救急車で搬送された熱中症患者
の全国計は4万～5万人で推移。

短時間強雨の観測回数は増加傾向が明瞭に現れている。

（写真提供：中静透）

米・果樹

・水稲の登熟期（出穂・開花から収穫までの期間）の
日平均気温が２７℃を上回ると玄米の全部又は一部
が乳白化したり、粒が細くなる「白未熟粒」が多発。
・特に、登熟期の平均気温が上昇傾向にある九州地方
等で深刻化。

成熟後の高温・多雨により、果皮と果肉が
分離する。（品質・貯蔵性の低下）

図： みかんの浮皮症
（写真提供：農林水産省）

米が白濁するなど品
質の低下が頻発。

図 ヒトスジシマカ
（写真提供：国立感染症研究所

昆虫医科学部）

生態系

◘fi◗─ ─◌☺ⱱfi♬ה

デング熱の媒介生物
であるヒトスジシマカ

の分布北上

図 水稲の「白未熟粒」(左)と
「正常粒」(右)の断面

（写真提供：農林水産省）
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異常気象・災害
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7～9月の全国熱中症搬送者数

（出典：総務省消防庁 熱中症情報 救急搬送状況より
環境省作成）

（出典：気候変動監視レポート2016(気象庁) ）



１．気候変動適応法と適応計画
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中央環境審議会意見具申「日本における気候変動による影響の評価に関する報告と
今後の課題について（気候変動影響評価報告書）」の取りまとめ（平成27年3月10日）

中央環境審議会地球環境部会に「気候変動影響評価等小委員会」を設置
（平成25年7月2日）

「気候変動の影響への適応に関する関係府省庁連絡会議（局長級）」の設置
（平成27年9月11日）

平成27年10月23日～11月6日：適応計画案のパブリックコメント実施
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政府の適応計画策定までの経緯

「気候変動の影響への適応計画」の閣議決定（平成27年11月27日）



気候変動の影響への適応計画の概要

＜基本的考え方（第１部）＞
■目指すべき社会の姿

○気候変動の影響への適応策の推進により、当該影響による国民の生命、財産及び生活、経済、自然環境等
への被害を最小化あるいは回避し、迅速に回復できる、安全・安心で持続可能な社会の構築

■対象期間

○21世紀末までの長期的な展望を意識しつつ、
今後おおむね10年間における基本的方向を示す

■基本的な進め方

○観測・監視や予測を行い、気候変動影響評価を実施し、その結
果を踏まえ適応策の検討・実施を行い、進捗状況を把握し、必要
に応じ見直す。このサイクルを繰り返し行う。
○おおむね５年程度を目途に気候変動影響評価を実施し、
必要に応じて計画の見直しを行う。

■基本戦略
（１）政府施策への適応の組み込み
（２）科学的知見の充実
（３）気候リスク情報等の共有と提供を

通じた理解と協力の促進
（４）地域での適応の推進

（５）国際協力・貢献の推進

＜分野別施策（第２部）＞
■農業、森林・林業、水産業

■水環境・水資源
■自然生態系
■自然災害・沿岸域

○ＩＰＣＣ第５次評価報告書によれば、温室効果ガスの削減を進めても世界の平均気温が上昇すると予測
○気候変動の影響に対処するためには、「適応」を進めることが必要
○平成27年３月に中央環境審議会は気候変動影響評価報告書を取りまとめ（意見具申）
○我が国の気候変動 【現状】 年平均気温は100年あたり1.14℃上昇、日降水量100mm以上の日数が増加傾向

【将来予測】 厳しい温暖化対策をとった場合 ：平均1.1℃（0.5～1.7℃）上昇
温室効果ガスの排出量が非常に多い場合 ：平均4.4℃（3.4～5.4℃）上昇

※20世紀末と21世紀末を比較

■観測・監視、調査・研究
■気候リスク情報等の共有と提供
■地域での適応の推進
■国際的施策

＜基盤的・国際的施策（第３部）＞
■健康
■産業・経済活動
■国民生活・都市生活
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具体的な適応策の例

Å近年、夏季の高温により
主要米の品質低下が顕
在化。

Å農業研究センターが高温
耐性に優れる品種を開
発し、推奨品種に採用す
ることで、順次品種転換
を促進。

農林水産業
高温耐性品種への転換

Å「熱中症予防情報サイト」を
通して、当日の暑さ指数と熱
中症危険度を公表し、国民
に注意喚起している。

Å「熱中症環境保健マニュア
ル」を策定し、自治体、学校、
国民等に対して、熱中症被
害の軽減策を周知している。

自然災害・沿岸域
将来の水位変化に対応できる設計

出典： 環境省

自然生態系
サンゴのモニタリングや移植・増殖

出典： 環境省

Å海水温の上昇により、
サンゴの白化が深刻な
状況。

Åサンゴ礁生態系の状況
をモニタリングするとと
もに、劣化したサンゴの
回復を目指し、サンゴの
移植や人工岩礁での増
殖を行っている。

③将来
巻上機の改造

④将来
ゲート規模の拡大

①基礎
部分の
増強出典： 国土交通省

着床具に付着して
成長したサンゴ

Å将来の豪雨の頻発化等を見
越して、できるだけ手戻りのな
い施設の設計に着手。

Å設計段階で幅を持った降水量
を想定し、基礎部分をあらか
じめ増強するなど、
施設の増強が
容易な構造
形式を採用。

②門柱の
高さの確保

健康
熱中症の注意喚起

例：愛知県
日光川水閘門

暑さ指数(WBGT）
の実況・予測

出典： 農林水産省

広島県 高温耐性品種
「恋の予感」
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(3) 30 Ỉ 13

9

ü適応の情報基盤の中核として国立環境研究所
を位置付け。

ü 国際協力の推進。

ṡ ṇ Ṣṕ Ṗ

http://www.adaptation-platform.nies.go.jp/index.html

コメの収量
の将来予測

砂浜消失率
の将来予測

＜対象期間＞
21世紀末（2081
年～2100年）
＜シナリオ＞
厳しい温暖化対
策をとった場合
(RCP2.6)

※品質の良いコメの収量

ệḰ

ü 事業者等の取組・適応ビジネスの促進。ễḰ ü 国民の理解促進。

ỈḰ

ü地域気候変動適応計画（第十二条）
都道府県及び市町村に地域気候変動適応計画策定の努力義務。

ü地域気候変動適応センター（第十三条）

都道府県及び市町村は、地域における気候変動影響や適応に関
する情報収集、整理、分析、提供等を行う拠点の確保の努力義務。

ü気候変動適応広域協議会（第十四条）

国と地方公共団体、地域気候変動適応センター、事業者等が連携し
て地域における適応策を推進。

ü気候変動影響及び気候変動適応に関する情報
の収集、整理、分析及び提供を行う。

ü地域変動適応計画の策定又は推進に係る技術
的助言その他の技術的援助を行う

国の調査研究機関等

地域の調査研究機関等

広域協議会

[ ]



２．気候変動適応に関する環境省の取組
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○ 気候リスク情報を集約し、各主体の適応の取組を支える情報基盤。
○ 2016年8月に、関係府省庁が連携して構築。国立環境研究所が事務局として科学的にサポート。
○ 2020年までに、アジア太平洋地域に拡大し、アジア太平洋適応情報プラットフォームを構築する。
（主な機能）
①情報基盤整備 ：気候変動や影響予測に関する科学的データの提供
②支援ツール ：簡易モデル、リスクマップ、優良事例等による適応支援
③人材育成 ：関係者との協働でのデータセット開発、専門家派遣等

全国・都道府県情報 ～適応策を検討する上で役立つデータを都道府県別に掲載～

観測された気候変化、将来気候、気候変動影響、複数のモデルによる
将来影響予測など最新のデータを参照することができます。
また、Web-GIS化によりデータの比較を容易に行うことができます。

ṡ ṇ Ṣ
ṇ

http://www.adaptation-platform.nies.go.jp/index.html
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○ 環境省・農林水産省・国土交通省の連携事業。
○ H29～H31年度の３カ年で実施。（予定）
○ 国、都道府県、地域の研究機関等による地域適応コンソーシアムを構築。

（調査・検討の主な内容）
・ 地域協議会メンバー間による適応に関する取組の共有と連携の推進
・ 地域ニーズのある分野について、モデルによる気候変動の影響予測計算を実施
・ 科学的知見に基づく適応策の検討

北海道・東北

関東

中部

近畿

中国四国

九州・沖縄

全国運営委員会

■ 環境省、農林水産省、国土交通省、
関係研究機関等により構成

■ 気候変動適応情報プラットフォーム
事務局（国立環境研究所）が委員会の
事務局としてサポート

○ 地域における具体的な適応策の立案・実施の推進。
○ 2020年を目途とする第２次気候変動影響評価に科学的知見を活用。

地域協議会（６地域）
調整・連携

12

地域適応コンソーシアム
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地域適応計画策定
適応等の推進

地域での適応の推進

政府適応計画

《期待される成果》
・気候変動の影響の解明
・気候変動影響評価モデルによる定量評価結果
・適応策の提案

《期待される成果》

・国・地方自治体・研究機関
等による協力連携体制構築

《期待される成果》
・市民/企業等の気候変

動影響及び適応への
理解促進

地方公共団体

第2次気候変動影響評価
(2020年目途)

一般市民

民間事業者

見直し

国 （関係府省庁）

研究機関

気候変動影響に関する知見
適応の取組を後押しする

ネットワーク
ステークホルダーの

理解

気候変動に関する影響の調査
(全国・地域)

地域協議会の開催
（地域）

普及啓発活動
（地域）

β成果物は、気候変動適応情報プラットフォームにて公開

地域適応コンソーシアム事業の期待される成果



各地域の気候変動影響に関する調査の項目（１）
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関東地域

先行
調査

2-1. 夏期の高温・少雨による茶栽培への影
響調査

農業

先行
調査

2-2. 降水量の増加と社会経済状況の変化を
考慮した都市圏の内水氾濫リスク評価

自然災害

先行
調査

2-3. 気候変動による印旛沼とその流域への
影響と流域管理方法の検討

自然災害、
水環境

先行
調査

2-4. 気候変動による節足動物媒介感染症リ
スクの評価

健康

先行
調査

2-5. 熱中症リスクの評価手法の整理・構築
国民生活・
都市生活

率先
調査

2-6. 気候変動による高山・亜高山生態系へ
の影響調査【群馬県】

自然生態系

率先
調査

2-7. 気候変動による湿地環境への影響調査
【新潟市】

水環境・水資源、
自然生態系

北海道・東北地域

先行
調査

1-1. 気温上昇や気象災害によるリンゴへの
影響調査

農業

先行
調査

1-2. 海水温の上昇等によるホタテガイ及びワ
カメ等の内湾養殖業への影響調査

水産業

先行
調査

1-3. 海水温の上昇等によるシロザケ等の漁
獲量への影響調査

水産業

先行
調査

1-4. 気候の変化や極端な気象現象による観
光業への影響調査

産業・経済活動

率先
調査

1-5. 気候変動によるサクラマスの越夏環境
に与える影響調査【山形県】

水産業

率先
調査

1-6. 気温上昇や降水量の変化等による釧路湿
原の水環境・生態系への影響調査【北海道】

水環境・水資源、
自然生態系

中部地域

先行
調査

3-1. 気候変動による水産業及び生物生息基
盤（藻場、アマモ場）への影響調査

水産業

先行
調査

3-2. 降雪量と融雪時期の変化が水資源管理
及び地下水資源の利用に与える影響調査

水環境・水資源

先行
調査

3-3. 気候変動による三方五湖の淡水生態系
等に与える影響調査

自然生態系

率先
調査

3-4. 気候変動による能登大納言小豆の生育
への影響評価【石川県】

農業

率先
調査

3-5. 局地的豪雨の増加による災害発生リス
ク評価【名古屋市】

自然災害・
沿岸域

ホタテガイ（出典：青森県水産総合研究所）
（1-3.海水温の上昇等によるホタテガイ及びワカメ等の内湾養殖業への影響調査）

茶の栽培地（出典：富士市）
（2-1.夏期の高温・少雨による茶栽培への影響調査）

三方五湖の様子（出典：福井県里山里海研究所）
（3-3. 気候変動による三方五湖の淡水生態系等に与える影響調査）



各地域の気候変動影響に関する調査の項目（２）
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近畿地域

先行
調査

4-1. 降水量等の変化による丹波黒大豆への
影響調査

農業

先行
調査

4-2. 海水温の上昇等によるイカナゴの資源
量への影響調査

水産業

先行
調査

4-3. 海面上昇等による塩水遡上の河川への
影響調査

水環境・水資源

先行
調査

4-4. 気候変動による高層湿原の生物群集へ
の影響調査

自然生態系

先行
調査

4-5. 熱ストレス増大による都市生活への影
響調査

国民生活・
都市生活

率先
調査

4-6. 気候変動による琵琶湖の水環境への影
響調査【滋賀県】

水環境・水資源

中国・四国地域

先行
調査

5-1. 暖冬によるナシ栽培への影響調査 農業

先行
調査

5-2. 気温上昇が家畜の繁殖率や成長に与え
る影響調査

農業

先行
調査

5-3. 海水温上昇等による瀬戸内海の水産生
物や養殖への影響調査

水産業

先行
調査

5-4. 気候変動による宍道湖･中海の水質等
への影響調査

水環境・水資源

先行
調査

5-5. 生態系を活用した防災・減災(Eco-DRR)
適応策の検討

自然生態系、
自然災害、農業

先行
調査

5-6. 気候変動による高山植生及び希少植物
への影響調査

自然生態系

九州・沖縄地域

先行
調査

6-1. 気候変動による有明海・八代海における
漁業及び沿岸生態系への影響調査

水産業

先行
調査

6-2. 気候変動による水害リスクの評価
自然災害・
沿岸域

先行
調査

6-3. 熱中症発生要因の分析と熱中症予防行
動の検討

国民生活・
都市生活

率先
調査

6-4. 気候変動による樫原湿原の生態系への
影響調査【佐賀県】

自然生態系

率先
調査

6-5. 気候変動によるスイートピーへの影響調
査【宮崎県】

農業

丹波黒大豆（出典：兵庫県ホームページ）
（4-1. 降水量等の変化による丹波黒大豆への影響調査）

広島牛（出典：広島県ホームページ）
（5-2.気温上昇が家畜の繁殖率や成長に与える影響調査）

有明海の様子（出典：（一財）九州環境管理協会）
（6-1. 気候変動による有明海・八代海における漁業及び沿岸生態系への影響調査）
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○ 気候リスク情報の基盤を国際展開。
2020年までにアジア太平洋適応情報プラットフォーム（AP-PLAT）を構築する。

○ AP-PLATの気候リスク情報を活用し、途上国の科学的な知見に基づく適応策の立案・実施を支援

することで、パリ協定の実施に貢献する。また、適応ビジネスの海外展開を促進するとともに、我
が国の民間事業者の気候リスクへの的確な対応や投資の拡大を側面支援。

インドネシアの米の収量予測 フィリピンの洪水の将来予測

国内の気候リスクの情報基盤 途上国における気候リスク情報

アジア太平洋適応情報プラットフォーム
（AP-PLAT）

適応ビジネスの例
・ 気象観測・早期警戒システム
・ 自然災害に対するインフラ技術
・ GIS技術を活用した営農支援技術
・ 快適性に優れた住宅技術
・ 気象災害に対応した保険商品

気候リスク情報を活用して適応ビジネスを展開

タイの大洪水（2011年10-11月）
出典：平成23年度国土交通白書

アジア太平洋適応情報プラットフォーム（AP-PLAT）



３．企業の気候変動適応とは
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企業の気候変動の影響への適応
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ḱ



2011年タイ国チャオプラヤ川で発生した大洪水による影響
2011 ệ 10 ệ
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¸ Ị 12 72
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¸ 800 400 ṕ3.8 Ṗ
ṕ Ṗ
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804

Ḳ 2011 ṕ 4 Ṗ

9 10

ṕ2011 10 Ṍ11 Ṗ

Ḳ ṕ Ṗ 23 ṕ Ṗ19

HDD HDD



企業の気候リスクに関する動向
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CDP ṕCarbon Disclosure Project )

2000

500 2017 283
2400

Ṗ

< ṕ Ṗ>

< >

Ḳ CDP2017 ṕ Ṗ
https://b8f65cb373b1b7b15feb -
c70d8ead6ced550b4d987d7c03fcdd1d.ssl.cf3.rackcdn.com/cms/guidance_docs/pdfs/000/000/252/original/CDP -
Climate -Change -Reporting -Guidance -Japanese.pdf?1491496382

CDP
2017Ḳ

(FSB)

(TCFD: Task Force on Climate - related Financial Disclosures )

G20 FSB

2017 3 G20 6

参考：「気候関連財務情報開示タスクフォースによる提言 最終報告書」
https://www.fsb-tcfd.org/wp-content/uploads/2017/06/TCFD_Final_Report_Japanese.pdf

( )

-
-

-
-
-
-
-

出典：「Final Report Recommendations of the Task Force on Climate-related Financial Disclosure」
https://www.fsb-tcfd.org/publications/final-recommendations-report/



日本企業の気候変動リスク（物理リスク）の例
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気候リスク管理事例（英国の事例）
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企業の適応取組に関する参考資料／文献集

ṕTCFDṖ
ẑ

2017
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ẑ

CDP 2017 2017 CDP

2017
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Ḵ

2015
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http://www.adaptation -platform.nies.go.jp/index.html
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ご清聴ありがとうございました

http://www.adaptation-platform.nies.go.jp/index.html

気候変動適応情報プラットフォーム
ポータルサイト

ぜひご活用ください！


